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２８
年
度
の
決
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
決
算

は
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
貴
重
な
税
金
や
、
国
・
県
か
ら

の
補
助
金
な
ど
が
、
西
尾
の
ま
ち
づ
く
り
に
ど
の
よ
う

に
使
わ
れ
た
か
を
ま
と
め
た
も
の
で
す
。
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政
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表

平
成
２８
年
度

健
全
化
判
断
比
率
（
４
指
標
）

公
営
企
業
会
計
資
金
不
足
比
率

・
実
質
赤
字
比
率
…
税
な
ど
の
標
準
的
な
収

入
に
対
す
る
、
一
般
会
計
な
ど
の
赤
字
額

の
割
合
を
示
す
指
標

・
連
結
実
質
赤
字
比
率
…
税
な
ど
の
標
準
的

な
収
入
に
対
す
る
、
全
て
の
会
計
の
赤
字

額
の
割
合
を
示
す
指
標

・
実
質
公
債
費
比
率
…
税
な
ど
の
標
準
的
な

収
入
に
対
す
る
、
公
債
費
に
準
ず
る
経
費

も
合
わ
せ
た
実
質
的
な
公
債
費
の
割
合
を

示
す
指
標

・
将
来
負
担
比
率
…
税
な
ど
の
標
準
的
な
収

入
に
対
す
る
、
一
般
会
計
な
ど
の
借
入
金

や
将
来
払
っ
て
い
く
可
能
性
が
あ
る
負
担

な
ど
の
現
時
点
の
残
高
の
割
合
を
示
す
指

標
・
資
金
不
足
比
率
…
公
営
企
業
の
財
政
規
模

で
あ
る
料
金
収
入
の
規
模
に
対
す
る
、
公

営
企
業
の
資
金
不
足
の
割
合
を
示
す
指
標

公共下水道事業

－（２０．００）

農業集落排水事業

－（２０．００）

病 院 事 業

－（２０．００）

水 道 事 業

－（２０．００）

渡 船 事 業

－（２０．００）

実質赤字比率

－（１１．５７）

連結実質赤字比率

－（１６．５７）

実質公債費比率

２．９ （２５．０）

将来負担比率

３２．６（３５０．０）

※
赤
字
額
が
な
い
た
め
、
実
質
赤
字
比
率
と
連

結
実
質
赤
字
比
率
は
「
－
」
と
表
示
。

（  ）
の

値
は
、
市
の
早
期
健
全
化
基
準
で
す
。

※
資
金
不
足
額
が
な
い
た
め
、
資
金
不
足
比
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は
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」
と
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示
。
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の
値
は
、
経
営
健
全

化
基
準
で
す
。

市
債
残
高
の
推
移

積
立
金
（
特
定
目
的
基
金
な
ど
）
残
高
の
推
移

財
政
力
指
数

標
準
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
た
め
に

必
要
な
財
源
を
、
ど
れ
だ
け
自
力
で
調
達
で

き
る
か
を
示
す
指
標
。
１
を
超
え
て
い
れ
ば

財
源
に
余
裕
が
あ
る
と
い
え
ま
す
。
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単 年 度

（３か年平均）

２４年度 ０．９５（０．９３）

２５年度 ０．９６（０．９５）

２６年度 ０．９９（０．９６）

２７年度 ０．９９（０．９８）
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２８年度末時点で財政調
整基金（約６５億）など１１
基金を設置しています。

市に入ったお金は５５４億３,８８２万円（一般会計）
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固定資産税

個人市民税

法人市民税

都市計画税

市たばこ税

市税全体に対する
主な税収割合の推移

歳入
市民一人当たり
３２万３,１７２円

依存財源
３３．４％

自主財源
６６．６％

地方交付税
３１億６,７３５万円

（５．７％）

地方消費税交付金
３０億３,７８２万円（５．５％）

県支出金
３７億６０５万円

（６．７％）

国庫支出金
５７億９０２万円

（１０．３％）

繰越金
２１億９,９７１万円

（４．０％）

その他

１２億９,２５９万円（２．３％）

（地方譲与税など）

その他

２億１３０万円
（０．３％）

（財産収入・寄附金・繰入金）

市債（市の借金）
１５億９,８３０万円

（２．９％）

使用料・手数料
７億７,５３３万円

（１．４％）

分担金・負担金
８億１,８７６万円

（１．５％）

諸収入
２４億３,９４２万円

（４．４％）

市税
３０４億９,３１６万円

（５５．０％）

１４３億２,１９４万円
固定資産税

１０９億６,８７６万円
個人市民税

１９億７,２４４万円
法人市民税

１７億４０１万円
都市計画税

１０億９,１７５万円
市たばこ税

４億３,４２６万円
軽自動車税・入湯税
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特 別 会 計 企 業 会 計

項 目 国民健康保険 公共下水道事業
農業集落
排水事業

介護保険 後期高齢者医療
佐久島診
療所事業

病院事業 水道事業 渡船事業

歳 入 １９５億  ５６９万円 ４８億９,８３２万円 ５億４,２７７万円 １０５億９,９５８万円 １８億３,９５４万円 ５,０８０万円
収益的収入
８８億２,０７４万円

収益的収入
３５億３,２２４万円

収益的収入
２億   ６５万円

歳 出 １８４億３,１７３万円 ４６億４,３１７万円 ４億９,２３０万円 １０２億２,３５２万円 １８億３,００８万円 ３,４７９万円
収益的支出
８７億２,４２４万円

収益的支出
２９億  ７４６万円

収益的支出
１億６,４１２万円

一般会計から
の繰入額

 １１億４,５５７万円 １６億  ９４４万円 ３億１,４８０万円  １５億３,０２８万円 ３億１,３４８万円   ８６０万円 ２４億２,６１５万円       ３３０万円        ５７万円

農林水産業費
１９億８,２２２万円（３．７％）

歳出
市民一人当たり
３１万１,１９７円

民生費
高齢者や障害者に対する
福祉サービスなどの費用

１９５億７,４５２万円（３６．７％）土木費
５１億１,８９５万円

（９．６％）

教育費
５９億９,２５９万円

（１１．２％）

衛生費
市民の健康を守り、まちを
きれいにするための費用

６７億９,１４１万円（１２．７％）

総務費
市役所の一般的な
事務の運営費
６１億２９万円（１１．４％）

公債費
市債を返すため
の費用

３９億４,４２１万円
（７．４％）

消防費
１９億４,３９６万円

（３．７％）

商工費
１５億１,３０１万円

（２．８％）

議会費
３億７,０９９万円

（０．７％）

労働費
５,２４５万円（０．１％）

性質別歳出の主な経費の推移
（普通会計）

物件費には、委託料や消耗品費、
備品購入費、光熱水費などを含む。
人件費について詳しくは、広報に
しお１２月１日号でお知らせします。
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扶助費

人件費

物件費

普通建設事業費

公債費

24 25 26 2827

入湯税の使い道

事 業 区 分

（一社）西尾市観
光協会支援事業

事 業 費

５,３３３万円

入湯税からの充当額

９８６万円

入湯税は観光の振興
や環境衛生施設の整
備などのための目的
税で、下表の事業に
充てています。

市が使ったお金は５３３億８,４６０万円（一般会計）

歳出

特別会計と企業会計

区 分 事 業 費
地方消費税交付金（社会保
障財源分）からの充当額

社会福祉費  ９３億５,０４０万円 ６億１,６８１万円

保健衛生費  ３５億   ５１６万円 ３億４,４１３万円

児童福祉費  ７０億７,３７２万円 ２億９,３２１万円

生活保護等費  １０億４,４８１万円     ２,４４５万円

計 ２０９億７,４０９万円 １２億７,８６０万円

※充当額は、地方消費税交付金（社会保障財源分）の決算額を
各事業費（人件費、環境衛生費など社会保障施策以外に要
する経費を除く）の一般財源額によりあん分して算出した
額

地方消費税交付金（社会保障財源分）の使い道

地方消費税交付金のうち社会保障財源分は、２６年４月１日か
らの消費税率引き上げによる増収分で、下表の社会保障政策
に要する経費に充てています。

事 業 区 分 事 業 費 都市計画税からの充当額

下水道事業 １４億７,１８４万円 １３億５,６９３万円

公園整備事業 ３億８,２４９万円 １億６,１６３万円

街路事業 １億５,７４３万円     ９,３７８万円

公債費     ９,０１９万円     ８,３１５万円

土地区画整理事業     １,３０４万円       ８５２万円

計 ２１億１,４９９万円 １７億   ４０１万円

※充当額は、都市計画税の決算額を各事業費の一般財源額によ
りあん分して算出した額

都市計画税の使い道

都市計画税は、都市計画事業などのための目的税で、下表の事
業に充てています。


